
【表紙】
 
【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年５月７日

【四半期会計期間】 第69期第１四半期（自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）

【会社名】 コクヨ株式会社

【英訳名】 KOKUYO CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長執行役員　　黒　田　英　邦

【本店の所在の場所】 大阪市東成区大今里南六丁目１番１号

【電話番号】 06(6976)1221(大代表)

【事務連絡者氏名】 財務経理部統括部長　　永　井　琢　也　

【最寄りの連絡場所】 東京都港区港南一丁目８番35号

【電話番号】 03(3450)5111(大代表)

【事務連絡者氏名】 取締役グループ上席執行役員　　宮　垣　信　幸

【縦覧に供する場所】 当社東京品川オフィス

（東京都港区港南一丁目８番35号）

当社名古屋オフィス

（名古屋市中区錦一丁目18番22号名古屋ＡＴビル12Ｆ）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

コクヨ株式会社(E00670)

四半期報告書

 1/24



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第68期

第１四半期連結
累計期間

第69期
第１四半期連結
累計期間

第68期

会計期間

自　平成26年
　　１月１日
至　平成26年
　　３月31日

自　平成27年
　　１月１日
至　平成27年
　　３月31日

自　平成26年
　　１月１日
至　平成26年
　　12月31日

売上高 (百万円) 86,966 85,368 293,054

経常利益 (百万円) 7,561 6,732 9,643

四半期（当期）純利益 (百万円) 4,439 4,101 5,065

四半期包括利益又は包括

利益
(百万円) 3,399 7,330 7,515

純資産額 (百万円) 168,172 176,807 170,352

総資産額 (百万円) 281,316 287,543 273,772

１株当たり四半期（当

期）純利益金額
(円) 37.53 34.68 42.83

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益

金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 59.0 60.8 61.5

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △2,668 △4,340 15,882

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 588 1,273 △702

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △1,057 △1,107 △9,106

現金及び現金同等物の四

半期末（期末）残高
(百万円) 34,181 39,725 43,949

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２　売上高は、消費税等を含まない。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してい

ない。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成27年２月13日開催の当社取締役会において、平成27年10月１日を期して、当社の100％出資の連結子

会社であるコクヨＳ＆Ｔ㈱及びコクヨファニチャー㈱を吸収合併することを決議し、同日付で合併契約書を締結し

ました。

 

１．合併の目的

　事業部門とコーポレート部門の統合により経営資源を再結集し、全体最適化、高効率化への意識改革を図ると共

に、経営モデルを革新することによって収益力を高め、経営基盤を強化するため。

 

２．合併の要旨

①合併の日程

合併決議取締役会             平成27年２月13日

合併契約書締結               平成27年２月13日

合併の予定日（効力発生日）   平成27年10月１日（予定）

（注）本合併は会社法第796条第３項に定める簡易合併及び同法第784条第１項に定める略式合併によるため、

当社及びコクヨＳ＆Ｔ株式会社、コクヨファニチャー株式会社において合併契約承認株主総会は開催し

ません。

②合併の方式

当社を存続会社とする吸収合併方式で、コクヨＳ＆Ｔ株式会社、コクヨファニチャー株式会社は解散します。

③合併に係る割当ての内容

合併による新株式の発行及び合併交付金の支払いはありません。

④消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

消滅会社は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。

 

３．被合併会社の概要

被合併会社１

①商号            コクヨＳ＆Ｔ株式会社

②事業内容        紙製品・文房具・家具・事務用機器等の製造・販売

 

被合併会社２

①商号            コクヨファニチャー株式会社

②事業内容        家具・建材等の製造・販売

 

４．実施予定の会計処理の概要

　当該合併は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日公表分）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日公表分）

に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行う予定であります。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したものであり

ます。

 

(1)経営成績に関する分析

　当第１四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）におけるわが国経済は、政府の経済

政策や日銀の金融政策を背景に、輸出や生産の持ち直し、企業収益の改善等が見られ、緩やかな回復基調で推移し

ました。一方、為替及び輸入原材料価格の急激な変動や海外経済の下振れリスク等、依然として先行き不透明な状

況にありました。

　こうした中、当社グループの売上高は、海外事業が伸長したものの、国内事業が前年同期に消費増税前の駆け込

み需要があった影響等により減収となり、前年同期比1.8％減の853億円となりました。利益面では、減収に伴う売

上総利益の減少や固定費の増加等により、営業利益は前年同期比13.7％減の64億円となりました。また、経常利益

は前年同期比11.0％減の67億円、四半期純利益は前年同期比7.6％減の41億円となりました。

 

セグメント別の概況は、以下のとおりです。

 

（ステーショナリー関連事業）

　国内市場におきましては、商品開発に注力するとともに、今年で発売40周年を迎えるキャンパスノート等の各種

キャンペーンを実施し、需要喚起に努めました。また、卸チャネルの強化のため、オフィス用品購買の利便性向上

を図る「KiSPA（キスパ）受発注システム」の利用促進に取り組み、スマートフォンやタブレットから利用可能な

「モバイルKiSPA」の運用を開始しました。

　海外市場におきましては、インド、中国、ベトナムの各国において前年同期を上回る業績で推移しました。

　このような状況のもと、売上高は、海外事業は伸長したものの、国内事業が前年同期の駆け込み需要の反動から

減収となり、前年同期比2.5％減の278億円となりました。営業利益は、減収に加え、円安の進行による原材料価格

や仕入商品価格の高騰等により、前年同期比27.8％減の24億円となりました。

 

（ファニチャー関連事業）

　国内市場におきましては、民間オフィスをはじめ医療、教育、官公庁等の各市場におけるシェア拡大を図るた

め、製販連携による積極的なソリューション提案を展開し、新規顧客の獲得に努めました。また、名古屋駅周辺の

再開発等で高まるオフィス需要に備え、中部圏の拠点として「名古屋ライブオフィス」（※）を開設しました。

　海外市場におきましては、中国の都市部で直接販売を推進し、内陸部で販売代理店との関係強化に取り組みまし

た。

　このような状況のもと、売上高は、顧客企業への提案活動が堅調に推移したものの、店舗什器の販売が減少した

こと等により、前年同期比0.5％減の378億円となりました。営業利益は、国内事業の売上総利益率の改善により、

前年同期比6.5％増の41億円となりました。

※「ライブオフィス」とは、ショールームだけでは伝えきれない、オフィス空間の極意を研究し、紹介するために生まれた当社の次世代

オフィスです。社員が実際にここで働きながら、最新の「働き方」を研究しています。予約制の見学ツアーをご用意して、最新のオフィ

ス空間で「働き方」がどう変わるかを体験していただけます。

 

（通販・小売関連事業）

　通販事業のカウネットに関しましては、今年で創業15周年を迎えることから、お客様への感謝を込めたキャン

ペーン「ありがとう祭！」を展開し、オフィスの必需品や日用品をお買い得価格で提供するとともに、独自の工夫

を加えた付加価値型オリジナル商品を拡充するなど、需要喚起に努めました。また、オフィス用品一括購買システ

ム「ウィズカウネット」が堅調に推移しました。しかしながら、前年同期の駆け込み需要の反動から減収減益とな

りました。

　小売事業のアクタスに関しましては、集客を高めるとともに、お客様のこだわりのライフスタイルを実現するた

めの商品やサービスの提供に努めましたが、売上高は前年並みとなり、営業利益は新規出店に伴う費用の増加によ

り減益となりました。

　以上により、通販・小売関連事業の売上高は、前年同期比2.4％減の278億円、営業利益は、前年同期比49.1％減

の３億円となりました。
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(2)財政状態に関する分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は2,875億円となり、前連結会計年度末に比べ137億円増加しました。流動

資産は1,540億円で、前連結会計年度末に比べ125億円増加しました。主な要因として、受取手形及び売掛金が142

億円、商品及び製品が21億円、前連結会計年度末に比べそれぞれ増加した一方、有価証券が52億円減少したためで

あります。固定資産は1,335億円となり、前連結会計年度末に比べ11億円増加しました。主な要因として、投資有

価証券は512億円と前連結会計年度末に比べ33億円増加した一方、退職給付に係る資産は28億円と前連結会計年度

末に比べ20億円減少したためであります。

　当第１四半期連結会計期間末の負債は1,107億円となり、前連結会計年度末に比べ73億円増加しました。流動負

債は779億円となり、前連結会計年度末に比べ102億円増加しました。固定負債は328億円となり、前連結会計年度

末に比べ29億円減少しました。

　当第１四半期連結会計期間末の純資産は1,768億円となり、前連結会計年度末に比べ64億円増加しました。主な

要因として、利益剰余金が34億円、その他有価証券評価差額金が33億円、前連結会計年度末に比べそれぞれ増加し

たためであります。
 
(3)キャッシュ・フローの状況に関する分析

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は397億円であり、前連結会

計年度末に比べ42億円の資金減となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結累計期間の営業活動により支出した資金は43億円（前年同期比16億円の支出増）となりまし

た。これは、主として税金等調整前四半期純利益67億円、減価償却費17億円、賞与引当金の増加16億円の資金収

入、売上債権や仕入債務の増減106億円、たな卸資産の増加31億円の資金支出等があったことによるものでありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結累計期間における投資活動により獲得した資金は12億円（前年同期比６億円の収入増）となり

ました。これは、主として投資有価証券の取得、売却による13億円、関係会社株式の売却による16億円の資金収

入、設備投資16億円の資金支出等があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結累計期間における財務活動により支出した資金は11億円（前年同期比０億円の支出増）となり

ました。これは、主として配当金の支払額８億円、リース債務の返済による２億円の資金支出等があったことによ

るものであります。
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はございません。

〔会社の支配に関する基本方針の内容の概要〕

Ⅰ．基本方針の内容

(1)当社グループは創業以来、事務用紙製品分野からオフィスファニチャー分野へと事業領域を拡大し、国内最大

級の総合オフィスサプライヤーへと成長を遂げてまいりました。

　当社グループは、商品及びサービスを通じてお客様の知的活動（Ｋｎｏｗｌｅｄｇｅ　Ｗｏｒｋ）をサポート

し、「創造性」、「効率性」、「快適性」をもたらすという他社には追随できない価値を提供し続ける企業グルー

プでありたいと考えます。

　このような理念に基づいて行われる商品・サービス開発は、利用者の視点に立ったものづくり等に反映されてお

り、数々のユニバーサルデザイン商品や環境対応商品として、また空間価値構築サービスという形で具現化されて

おります。

　これまで当社グループの持続的な成長を支え、推進してきたものは、株主・顧客・取引先・従業員・地域社会等

のステークホルダーとの間に築かれた良好な信頼関係であります。今後も当社グループが培ってきたこうした有形

無形の財産を企業価値の源泉として守っていくことが大変重要な課題であると認識しております。

 

(2)当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として、当社の経営理念、企業価値を生み出す源泉、

当社を支えるステークホルダーとの信頼関係等を十分理解、活用し、当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主

共同の利益を長期的に確保・向上させる者が望ましいと考えております。もっとも、その在り方については、最終

的には株主の皆様にご判断いただくべきものであることから、株主の皆様が適切な判断を行ううえで、十分な情報

と時間を確保できるような施策の必要性を認識しております。

 

(3)当社は、経営支配権の異動を通じた企業活動及び経済の活性化の意義を一概に否定するものではありません

が、株式の大規模な買付行為及びその提案の中には、当社に回復し難い損害をもたらすおそれのあるものも含まれ

ます。このような行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切な存在であると考

えます。

　現在のところ、特定の第三者からの株式の大規模な買付行為及びその提案によって、当社に具体的な脅威が生じ

ているわけではありませんが、必要に応じて対抗措置を講じる仕組みを株主の皆様のご意思に基づき構築しておく

ことが必要であると考えております。

 

Ⅱ．基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社グループの各事業会社は、独自の強みを発揮し、相互に補完し合うことでグループ全体としての競争力を高

めることを目指します。今後も①事業機軸経営の推進、②アジア市場に根付くための構造改革、③企業文化・風土

の強みの結集の諸施策を通じて当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益の確保及び更なる向上に努

めていくことで、新たな成長のための投資を促し、株主の皆様のご期待に応えてまいりたいと考えております。

　当社は、監査役会設置会社であり、取締役は８名（うち社外取締役３名）、監査役は４名（うち社外監査役２

名）で構成されます。取締役の任期は１年であり、取締役の選解任のための株主総会決議要件の加重等は採用して

おりませんので、株主の皆様は株主総会における過半数の決議（普通決議）による取締役の選解任を通じて、後記

Ⅲ．の取組みに対するご意思を反映させることも可能であります。
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Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

　当社は、平成19年６月28日開催の当社第60回定時株主総会において、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保

し、向上させることを目的として、特定の株主又は株主グループによって当社株式の一定規模以上の買付行為が行

われた場合の対応策を導入いたしました。その後、当該対応策は、平成20年３月28日開催の当社第61回定時株主総

会及び平成23年３月30日開催の当社第64回定時株主総会及び平成26年３月28日開催の当社第67回定時株主総会にお

いて株主の皆様によるご承認に基づき必要な範囲で内容の一部改定を行い、現在継続しております。

　現行の当該対応策の主な内容は、次のとおりです。

　当該対応策は、大規模買付者が従うべき手続と大規模買付行為に対して当社が採りうる大規模買付対抗措置から

構成されており、大規模買付者に対し、株主及び当社取締役会による判断のための情報提供と当社取締役会による

検討・評価の期間の付与を要請しています。

　大規模買付者が当該手続を遵守しない場合又は当該行為によって当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共

同の利益が著しく毀損される場合に限り、当社取締役会は、対抗措置として当社株主に対する新株予約権の無償割

当て等を決議することができます。

 

Ⅳ．前記Ⅱ．及びⅢ．の取組みについての取締役会の判断及びその判断に係る理由

　前記Ⅱ．の取組みにつきましては、当社の企業価値の向上及び会社の利益ひいては株主の皆様の共同の利益の実

現を直接の目的とするものでありますので、前記Ⅰ．の基本方針の実現に沿うものと考えております。

 また、この取組みは当社株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維持を目的とするも

のでもありません。

　前記Ⅲ．の取組みにつきましては、当社取締役会が大規模買付対抗措置の発動を決議するにあたり、その判断の

客観性・合理性を担保するための十分な仕組みが確保されているものと考えます。従いまして、前記Ⅰ．の基本方

針の実現に沿うものであり、当社株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維持を目的と

するものでないことは明らかであると考えます。

 

(5）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は229百万円です。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 398,000,000

計 398,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年５月７日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 128,742,463 　　同左
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 128,742,463 　　同左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項ありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項ありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項ありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

　平成27年１月１日～

平成27年３月31日
－ 128,742,463 － 15,847 － 19,066

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないため、直前の基準日である平成26年12月31日現在で記載しております。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式  10,456,800
－

単元株式数

100株

（相互保有株式）

普通株式     498,600
－

単元株式数

100株

完全議決権株式（その他）（注１） 普通株式 117,618,400 1,176,184
単元株式数

100株

単元未満株式（注２） 普通株式     168,663 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 128,742,463 － －

総株主の議決権 － 1,176,184 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式100株（議決権1個）が含ま

れている。

２　「単元未満株式」の欄には、自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれている。

自己保有株式　 53株

相互保有株式　403株

コクヨ北関東販売㈱146株、豊国工業㈱39株、コクヨ山陽四国販売㈱46株、浜松オフィスシステム㈱７株、

㈱ニッカン42株、コクヨ北陸新潟販売㈱123株

コクヨ北関東販売㈱の上記株式数は自己名義の単元未満株式96株と他人名義の単元未満株式50株の合計146

株、豊国工業㈱の上記株式数は他人名義の単元未満株式39株、コクヨ山陽四国販売㈱の上記株式数は自己名

義の単元未満株式46株、浜松オフィスシステム㈱の上記株式数は自己名義の単元未満株式３株と他人名義の

単元未満株式４株の合計７株、㈱ニッカンの上記株式数は自己名義の単元未満株式42株、コクヨ北陸新潟販

売㈱の上記株式数は自己名義の単元未満株式61株と他人名義の単元未満株式62株の合計123株である。
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②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

コクヨ㈱
大阪市東成区大今里南

六丁目１番１号
10,456,800 － 10,456,800 8.12

（相互保有株式）      

コクヨ北関東販売㈱
栃木県宇都宮市問屋町

3172番48号
140,300 68,100 208,400 0.16

豊国工業㈱
三重県伊賀市小田町南代

1450番１号
100,000 65,300 165,300 0.13

コクヨ山陽四国販売㈱
岡山市南区古新田1153番地

６号
50,800 － 50,800 0.04

浜松オフィスシステム

㈱
浜松市南区飯田町1088番地 31,800 1,200 33,000 0.03

㈱ニッカン
新潟県長岡市西蔵王

三丁目５番１号
23,000 － 23,000 0.02

コクヨ北陸新潟販売㈱
富山県富山市黒瀬北町二丁

目17番地２
－ 18,100 18,100 0.01

計 － 10,802,700 152,700 10,955,400 8.51

（注）　他人名義で所有している株式数は、すべて持株会名義で所有しているものであり、持株会の名称及び住所は次

のとおりである。

名称 住所

コクヨ共栄会 大阪市東成区大今里南六丁目１番１号

 

２【役員の状況】

該当事項ありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成している。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年１月１日から平

成27年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 19,744 20,734

受取手形及び売掛金 57,125 71,382

有価証券 27,418 22,217

商品及び製品 26,331 28,520

仕掛品 1,175 1,971

原材料及び貯蔵品 3,626 3,751

その他 6,192 5,585

貸倒引当金 △165 △137

流動資産合計 141,447 154,024

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 21,513 21,989

土地 32,233 32,173

その他（純額） 10,245 9,957

有形固定資産合計 63,992 64,120

無形固定資産   

のれん 355 348

その他 9,729 9,618

無形固定資産合計 10,084 9,967

投資その他の資産   

投資有価証券 47,814 51,202

退職給付に係る資産 4,913 2,890

その他 6,149 6,024

貸倒引当金 △629 △686

投資その他の資産合計 58,247 59,430

固定資産合計 132,324 133,518

資産合計 273,772 287,543
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 46,833 50,378

短期借入金 6,630 6,925

1年内返済予定の長期借入金 183 3,103

未払法人税等 129 1,944

賞与引当金 567 2,206

その他 13,311 13,367

流動負債合計 67,655 77,925

固定負債   

社債 10,000 10,000

長期借入金 9,085 6,169

退職給付に係る負債 3,153 791

製品自主回収関連損失引当金 － 1,240

その他 13,524 14,608

固定負債合計 35,764 32,810

負債合計 103,419 110,735

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,847 15,847

資本剰余金 19,068 18,920

利益剰余金 135,019 138,467

自己株式 △14,339 △14,340

株主資本合計 155,595 158,894

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 11,558 14,863

繰延ヘッジ損益 77 42

為替換算調整勘定 1,911 1,812

退職給付に係る調整累計額 △870 △827

その他の包括利益累計額合計 12,678 15,890

少数株主持分 2,078 2,022

純資産合計 170,352 176,807

負債純資産合計 273,772 287,543
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 86,966 85,368

売上原価 56,608 55,492

売上総利益 30,358 29,875

販売費及び一般管理費 ※１ 22,854 ※１ 23,400

営業利益 7,504 6,475

営業外収益   

受取利息 119 68

受取配当金 72 49

不動産賃貸料 371 377

持分法による投資利益 9 11

為替差益 － 20

その他 123 88

営業外収益合計 696 616

営業外費用   

支払利息 104 92

不動産賃貸費用 103 103

為替差損 229 －

その他 202 164

営業外費用合計 639 360

経常利益 7,561 6,732

特別利益   

固定資産売却益 56 －

投資有価証券売却益 － 51

関係会社株式売却益 － 1,215

特別利益合計 56 1,266

特別損失   

製品自主回収関連損失引当金繰入額 － ※２ 1,240

特別損失合計 － 1,240

税金等調整前四半期純利益 7,617 6,758

法人税等 3,153 2,642

少数株主損益調整前四半期純利益 4,464 4,116

少数株主利益 25 14

四半期純利益 4,439 4,101

 

EDINET提出書類

コクヨ株式会社(E00670)

四半期報告書

14/24



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 4,464 4,116

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △871 3,301

繰延ヘッジ損益 △31 △43

為替換算調整勘定 △161 △90

退職給付に係る調整額 － 42

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 3

その他の包括利益合計 △1,065 3,213

四半期包括利益 3,399 7,330

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,367 7,314

少数株主に係る四半期包括利益 32 15
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 7,617 6,758

減価償却費 1,704 1,743

のれん償却額 － 8

貸倒引当金の増減額（△は減少） △77 29

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,505 1,638

製品自主回収関連損失引当金の増減額（△は減

少）
－ 1,240

退職給付引当金の増減額（△は減少） 366 －

退職給付に係る資産負債の増減額 － △282

受取利息及び受取配当金 △191 △118

支払利息 104 92

持分法による投資損益（△は益） △9 △11

固定資産売却損益（△は益） △57 5

固定資産除却損 18 7

投資有価証券売却損益（△は益） － △51

関係会社株式売却損益（△は益） － △1,215

売上債権の増減額（△は増加） △17,273 △14,253

たな卸資産の増減額（△は増加） △500 △3,103

仕入債務の増減額（△は減少） 5,577 3,562

その他 424 363

小計 △789 △3,585

利息及び配当金の受取額 184 129

利息の支払額 △123 △74

法人税等の支払額 △1,939 △810

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,668 △4,340

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） 101 △407

有形固定資産の取得による支出 △395 △1,089

有形固定資産の売却による収入 399 33

無形固定資産の取得による支出 △334 △590

投資有価証券の取得による支出 △400 △1,285

投資有価証券の売却による収入 － 2,640

関係会社株式の取得による支出 － △25

関係会社株式の売却による収入 － 1,638

長期貸付けによる支出 △49 △74

長期貸付金の回収による収入 14 393

長期性預金の払戻による収入 1,200 －

その他 54 40

投資活動によるキャッシュ・フロー 588 1,273

 

EDINET提出書類

コクヨ株式会社(E00670)

四半期報告書

16/24



 

  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 106 287

リース債務の返済による支出 △275 △289

長期借入金の返済による支出 － △0

長期借入れによる収入 － 3

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △888 △888

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
－ △219

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,057 △1,107

現金及び現金同等物に係る換算差額 △92 △49

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,230 △4,224

現金及び現金同等物の期首残高 37,411 43,949

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 34,181 ※ 39,725
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項なし

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項なし

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見

込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても退職給

付の見込支払日までの平均期間に基づく割引率から、退職給付支払ごとの支払見込期間を反映した割引率へ変更し

ている。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ている。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産が2,064百万円減少し、退職給付に係る負債

が2,374百万円減少するとともに、利益剰余金が232百万円増加している。また、当第１四半期連結累計期間の営業

利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微である。

 

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等が平成26年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったことに伴

い、当第１四半期連結会計期間よりこれらの会計基準等（ただし、連結会計基準第39項に掲げられた定めを除

く。）を適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上す

るとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更した。また、当第１四半期連

結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直し

を企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更している。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首

時点から将来にわたって適用している。

この結果、当第１四半期連結会計期間末の資本剰余金が147百万円減少している。なお、当第１四半期連結累計

期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微である。

当第１四半期連結累計期間の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社株式

の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、

連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に

関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載してい

る。
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（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

　税金費用の算定については、「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」第19項の規定により、「中間財

務諸表等における税効果会計に関する実務指針」第12項（法定実効税率を使用する方法）に準じて計算してい

る。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

（1）連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に対する保証

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年３月31日）

ハートランド㈱ 36百万円 35百万円

コクヨIKタイランドCo.,Ltd. 7 －

Kokuyo Riddhi Paper Products Private

Ltd.
186 235

計 231 271

 

　上記のうち、外貨建債務保証は、決算日の為替相場により円換算している。

 

（2）従業員の金融機関からの借入金に対する保証

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年３月31日）

 41百万円 34百万円

 

２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結している。

貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりである。

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年３月31日）

貸出コミットメントの総額 10,000百万円 10,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 10,000 10,000
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（四半期連結損益計算書関係）

※１販売費及び一般管理費

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
　前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年１月１日
　　至　平成26年３月31日）

　当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
　　至　平成27年３月31日）

荷造運搬費 6,363百万円 6,640百万円

給料手当 5,303 5,424

賞与引当金繰入額 1,367 1,496

退職給付費用 342 333

 

※２製品自主回収関連損失引当金繰入額

　当第１四半期連結累計期間において、穴あけパンチの一部機種における自主回収に伴う費用として合理的

に見積もられる金額1,240百万円を特別損失に計上している。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日）

現金及び預金勘定 11,087百万円 20,734百万円

有価証券勘定 24,760 22,217

計 35,847 42,951

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △1,665 △3,226

現金及び現金同等物 34,181 39,725

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月28日

定時株主総会
普通株式 887 7.5 平成25年12月31日 平成26年３月31日 利益剰余金

 
(2）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　該当事項なし

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はない。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月27日

定時株主総会
普通株式 887 7.5 平成26年12月31日 平成27年３月30日 利益剰余金

 
(2）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　該当事項なし

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はない。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ．前第１四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額(注２) 

ステーショナリー
関連事業

ファニチャー
関連事業

通販・小売
関連事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 23,227 37,367 26,371 86,966 － 86,966

セグメント間の内部

売上高又は振替高
5,295 642 2,198 8,136 △8,136 －

計 28,522 38,009 28,570 95,102 △8,136 86,966

セグメント利益 3,351 3,916 749 8,017 △513 7,504

（注）１　セグメント利益の調整額△513百万円には、セグメント間取引消去及び全社費用が含まれている。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社本社の管理部門に係る費用等である。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

 

Ⅱ．当第１四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額(注２) 

ステーショナリー
関連事業

ファニチャー
関連事業

通販・小売
関連事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 22,772 37,063 25,531 85,368 － 85,368

セグメント間の内部

売上高又は振替高
5,040 744 2,357 8,142 △8,142 －

計 27,813 37,808 27,888 93,510 △8,142 85,368

セグメント利益 2,420 4,171 381 6,973 △497 6,475

（注）１　セグメント利益の調整額△497百万円には、セグメント間取引消去及び全社費用が含まれている。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社本社の管理部門に係る費用等である。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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（金融商品関係）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はない。

 

（有価証券関係）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はない。

 

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はない。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年１月１日
至　平成26年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 37円53銭 34円68銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 4,439 4,101

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 4,439 4,101

普通株式の期中平均株式数（千株） 118,276 118,273

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載していない。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項なし

 

２【その他】

　　該当事項なし
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成27年５月７日

コクヨ株式会社

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井　　上　　浩　　一　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 梅　　田　　佳　　成　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 成　　本　　弘　　治　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
るコクヨ株式会社の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計
期間(平成27年１月１日から平成27年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年１月１日か
ら平成27年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結
損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半
期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コクヨ株式会社及び連結子会社の
平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め
られなかった。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上
 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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